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２０１９年度事業計画と予算公表に際して
2019 年度の事業計画と予算が、予算会議の議を経て、3 月

23日の評議員会で同意を得、3 月29日の理事会で承認され成
立いたしましたので、ここに公表いたします。

“KG Campus Record”は、関西学院の当該年度の諸活動
や計画を、予算をとおして公表すると同時に、学院の経営状況
や財政状態をご理解いただくことを目的として作成しています。公
共性の高い学校法人としての説明責任を果たし、在学生や保護
者等関係者からのご理解とご協力を一層得られるようにしていくた
め、近年では文部科学省からも積極的な情報公開を行うように求
められています。

関西学院では、1969 年以降はほぼ年 2 回（予算および決算）、
財務情報等の公開を続けてきましたが、2009 年度から決算は事
業報告書で公表することにしたため、“KG Campus Record”は
予算のみの公表となり、現在 94 号に至っています。

本誌について、ご意見、ご提言を財務部までお寄せいただけ
れば幸いです。

（E-mail:jimu-kaikei@kwansei.ac.jp）

1889 年（明治 22 年）に創立された関西学院は今年、創立
130 周年を迎えます。また、キャンパスが神戸・原田の森から西宮・
上ケ原に移転してから90 周年を迎えます。

創立者ランバスは、130 年前に、関西学院が今日ミッションステー
トメントに掲げるキリスト教主義教育と世界市民の育成という教育
の理念を示しました。その後、関西学院の第 4 代院長となったベー
ツは、“Mastery for Service”というスクールモットーを掲げるとと
もに、ビジネス教育と正課外教育を重視した教育の実践を通じて、
関西学院が飛躍的に発展するための基礎を築きました。私たち
は、今日においてもしばしば、初期におけるこれら2 人の指導者
の理念を思い起こし、関西学院の教育において守るべきものを確
認しているところです。

しかし、一方で、教育を取り巻く環境は、今日、劇的に変化し

2019 年度は、引き続き、「スーパーグローバル大学創成支援」
等の国際関連事業を推進するとともに、創立 150 周年を見据え
策定した、超長期ビジョンと長期戦略からなる「Kwansei Grand 
Challenge 2039」の実現に向けた取り組みを実施します。

財政面では、「中期総合経営計画」を実施するための「財源
確保」と、学院が持続的に発展するための「強固な財務基盤
の確立」が課題です。2019 年度予算編成に際しては、次の３

点を基本方針としました。
○中期総合経営計画の事業費（経常費）は 4 億円の範囲内

とする。
○中期総合経営計画の事業費や学生数等の増加によるいわゆ

る自然増の経費を除き、2018 年度予算をベースにゼロシーリ
ングとする。

○中期総合経営計画の財政計画で掲げた財務指標（①事業

ています。わが国における人口の減少、世界におけるグローバル
化・ICT 化の進展などは、毎日のように耳にするところです。関
西学院では、村田治学長・副理事長（企画担当理事）を中心
に全教職員の力を結集して、創立 150 周年を迎える2039 年を
見据えた関西学院のありたい姿・あるべき姿を示す「超長期ビジョ
ン」として「Kwansei Grand Challenge 2039」を取りまとめました。

教育を取り巻く環境が激変する中にあって、私は、関西学院
の理事長として、この「Kwansei Grand Challenge 2039」に
基づいて今後の関西学院の経営、教育、研究等の舵取りを行う
所存です。特に、ガバナンスと財務に内なる配慮を払い、同窓会・
産業界には連携についての協力をお願いしつつ、一定の成果を
達成したいと考えております。皆様方の温かいご支援をお願い申
し上げます。

は じ め に

2019 年度予算について

理事長　　平松　一夫
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活動収支差額比率 6% 以上、②実質支出超過額比率（＝
翌年度繰越収支差額（支出超過額）と借入金残高の合計
を事業活動収入で除したもの）を2027 年度の段階で 50%
未満）を達成する。

このたび承認された 2019 年度予算は、事業活動収入で
43,012 百万円（対前年度予算比 1,196 百万円増）、事業活動
支出で 40,538 百万円（対前年度予算比 1,178 百万円増）となり、
基本金組入前当年度収支差額は 2,474 百万円（対前年度予算
比 19 百万円改善）となります。基本金組入後の当年度収支差
額は△ 2,383 百万円（対前年度予算比 1,002 百万円改善）を
見込んでいます。

2019 年度の主たる事業計画は後述のとおりです。「スーパー

①学費改定
大学院博士課程前期課程、同後期課程、専門職大学院、

高等部、中学部の入学金を対前年度比 30,000 円～ 100,000 円
減額し、200,000 円に改定します。

【大学院】後期課程全研究科の学費を対前年度比 149,000
円～ 570,000 円減額し、国立大学と同程度に改定します。また、
前期課程のうち文学研究科総合心理科学専攻心理科学領域の
学費を対前年度比 94,000 円増額、理工学研究科の学費を同
123,000 円減額します。その他の研究科及び専門職大学院は、
院内進学者の標準修業年限の学費合計が前年度入学生の同程
度となるように改定します。

【大学】1992 年度入学生より一括明示方式を採用しています。
これは入学時から最終学年までの各学年の学費を入学時に明示
することで、学費支弁者が納付計画を立てやすくなるように配慮
したものです。2019 年度入学生の学費については、文学部総
合心理科学科において対前年度比129,000円増の改定をします。

②学費以外の収入財源
文部科学省の私学助成制度や大学教育改革の支援制度に

積極的に申請する等、補助金のさらなる獲得に取り組むとともに、
産官学連携を強化し、受託研究等の外部資金による研究活動を
推進します。また、補助活動事業の収支改善に努めます。資金

グローバル大学創成支援」等を推進するための国際関連事業、
多様化する就職環境に対応するためのキャリア教育をはじめとし
た就職支援 ･ キャリア教育関連事業、「学生の質の保証」を実
現するためのカリキュラム改革関連事業、ICT や AIを活用し、
学生の学びをより効果的に成果へと導く情報環境整備・運用及
び情報教育関連事業、本学独自の支給（給付制）奨学金関連
事業、2019 年 4 月に供用を開始する西宮北口キャンパス開設事
業等、学院がさらなる発展を遂げるために必要不可欠な事業が
数多くあります。

以下、2019 年度予算について説明します。

1   財政計画

公認心理師養成を含む実習の場として、西宮北口キャンパスに
「心理科学実践センター」を開設する等、教育研究施設設備の
さらなる充実を図ります。その他の学部・学科は据え置きました。

【その他の各学校】関西学院高等部及び中学部では、対前
年度入学生の３年間学費合計の 9.9% 増を基準に、学費を改定
します。また、関西学院大阪インターナショナルスクールでは対前
年度比 53,000 円～ 74,000 円増の学費改定を、関西学院幼稚
園では対前年度比 22,000 円増の園費改定を、それぞれ実施し
ます。聖和短期大学、関西学院千里国際高等部・中等部、初
等部の学費は据え置きました。

事業活動収入の大半（79.6%）を学費（学生生徒等納付金）
に依存している本学にとって、少子化が進む厳しい現実の中で、
受験生や入学生の確保を図ることは、喫緊の課題であると考えて
います。本学の掲げるビジョンを実現し、受験生に選ばれる学院
になるべく取り組んで参ります。

運用については、金融緩和による低金利が続いており、運用環
境は依然として厳しく、受取利息・配当金の増収は厳しい状況で
す。

2   借入計画

借り入れは予定していません。
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3   重点項目の設定

◎法人重点項目
・中期総合経営計画の策定・推進
・「総合建設計画（2018－2027）」の実行

◎大学重点項目
・「世界市民」の育成（スーパーグローバル大学創成支援事業関連施策）の推進　＜継続＞
・ブランド戦略の推進（高大接続を中心に）
・正課外教育の強化　＜継続＞
・研究力および大学院の活性化
・理工学部の再編
・AI の活用

◎短期大学重点項目
・質の高い教育の推進　＜継続＞
・入試・広報活動の充実　＜継続＞

◎高中部・初等部・幼稚園重点項目
・（高中部）基礎学力の定着　＜継続＞
・（高中部）グローバル教育を通じた「Mastery for Serviceを体現する世界市民」の育成　＜継続＞
・（高中部）ＩＣＴを用いたアクティブラーナの育成　＜継続＞
・（高中部）共学教育の深化　＜継続＞
・（高中部）一貫教育の強化・充実　＜継続＞
・（初等部）志願者獲得策の推進　＜継続＞
・（初等部）英語教育の推進　＜継続＞
・（初等部）ＩＣＴを用いた教育の推進　＜継続＞
・（幼稚園）教育・保育環境の充実　＜継続＞
・（幼稚園）質の高い教育・保育の推進　＜継続＞

◎千里国際キャンパス（千里国際高等部・中等部（SIS）、大阪インターナショナルスクール（OIS））重点項目
・（SIS）国際バカロレア（IB）プログラムを含むスーパーグローバルハイスクール（SGH）の推進等を中核に据えた中等部からのグロー

バルリーダー育成　＜継続＞
・（OIS）IB プログラムの安定運用と生徒個々人の学力伸長　＜継続＞
・（SIS・OIS）多様な生徒集団を構築するための生徒募集戦略再構築　＜継続＞
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4   予算の概況

【収入】
学生生徒等納付金は、学生・生徒数の増加や、過年度実施

分を含む学費改定等により、34,252 百万円（対前年度予算比
763 百万円増）を見込んでいます。

手数料は大学受験生の減少を予想し、1,433 百万円（対前年
度予算比 111 百万円減）としています。

寄付金は 511 百万円（対前年度予算比 64 百万円増）、補助
金は、2015 年度に開設した理工学部３学科が新たに私立大学
等経常費補助金の補助対象となること等により、4,094 百万円（対
前年度予算比 87 百万円増）を見込んでいます。

付随事業収入では、受託事業収入の増加とともに、西宮
北口キャンパスで運営する放課後学習支援施設「関西学院 

CRESCENT SCHOOL」の利用料が新たに入ること等により、
1,426百万円（対前年度予算比502百万円増）を見込んでいます。

雑収入では、退職金財団からの交付金の減少等により874
百万円（対前年度予算比 145 百万円減）を見込んでいます。
【支出】

人件費は 22,627 百万円（対前年度予算比 199 百万円増）を
見込んでいます。事業活動収入の 52.6%を占める人件費は、関
西学院における大きな課題のひとつとなっており、人件費比率の
改善に向けて検討を重ねています。

教育研究経費・管理経費は、西宮北口キャンパス開設に伴う
諸経費をはじめ、受託研究や業務委託等の増加により、16,554
百万円（対前年度予算比 599 百万円増）を見込んでいます。

5   資金収支計算書および事業活動収支計算書に基づく予算の概況

「学校法人会計基準」に定められた計算書には資金収支計
算書、事業活動収支計算書および貸借対照表の 3 つがあります。
ここでは資金収支予算書、事業活動収支予算書にて対前年度

予算との比較を中心に、今年度予算の概況を説明します。
なお、資金収支計算書ならびに事業活動収支計算書の目的、

構造等については、10 ページ以降で説明しています。

（四捨五入の関係で、数値合計および増減は必ずしも一致しません）①資金収支予算書
資金収支予算書は別表（第 1 表）のとおりです。
収入の部では、学費改定等による学生生徒等納付金収入の

増加や満期償還を迎える有価証券の売却収入があるものの、借
り入れを行なわないこと等により、資金収入全体では 44,107 百万
円（対前年度予算比 1,528 百万円増）を見込んでいます。

支出の部では、西宮北口キャンパス開設に伴う教育研究経費

支出の増加や、西宮上ケ原キャンパスの整備等に伴う施設関係
支出の増加等により、資金支出全体では 47,567 百万円（対前
年度予算比 2,150 百万円増）を見込んでいます。

これらの結果、期末支払資金は期首から785 百万円増加し、
18,427 百万円になると予測しています。

概括すると下表のとおりです。

（単位  百万円）

科　　目 2019 年度予算額 2018 年度予算額 増　　減 備　　考
期 首 支 払 資 金 21,887 20,479 1,407
資 金 収 入 44,107 42,579 1,528
資 金 支 出 47,567 45,417 2,150 借入金返済支出を含む
期 末 支 払 資 金 18,427 17,641 785

（注）四捨五入の関係で、数値合計は必ずしも一致しません
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（単位  百万円）

科　　目 2019 年度予算額 2018 年度予算額 増　　減

教育活動収入計 42,466 41,259 1,207
教育活動支出計 39,208 38,414 793

教育活動収支差額 3,258 2,844 414
教育活動外収入計 420 384 36
教育活動外支出計 30 42 △ 12

教育活動外収支差額 390 342 48
経常収支差額 3,648 3,187 461

特別収入計 126 172 △ 46
特別支出計 400 204 196

特別収支差額 △ 274 △ 32 △ 242
予備費 900 700 200
基本金組入前当年度収支差額 2,474 2,455 19
基本金組入額合計 △ 4,857 △ 5,840 983
当年度収支差額 △ 2,383 △ 3,385 1,002
前年度繰越収支差額 △ 10,387 △ 9,557 △ 829
翌年度繰越収支差額 △ 12,770 △ 12,942 172

事業活動収入計 43,012 41,815 1,196
事業活動支出計 40,538 39,360 1,178
事業活動収支差額比率 5.8% 5.9% 0.1ポイント減

（注）四捨五入の関係で、数値合計は必ずしも一致しません

（四捨五入の関係で、数値合計および増減は必ずしも一致しません）②事業活動収支予算書
事業活動収支予算書は別表（第 2 表）のとおりです。以下、

概略を説明します。
経常的な教育研究活動の収支を示す「教育活動収支」につ

いて、「教育活動収入」は学生生徒等納付金や付随事業収入
の増加等により42,466 百万円（対前年度予算比 1,207 百万円増）
を見込んでいます。「教育活動支出」は人件費や西宮北口キャ
ンパス開設に伴う諸経費の増加により39,208 百万円（対前年度
予算比793百万円増）、「教育活動収支差額」は3,258百万円（対
前年度予算比 414 百万円改善）を見込んでいます。

経常的な財務活動（資金調達・運用）の収支を示す「教育
活動外収支」について、「教育活動外収入」は受取利息・配
当金が前年度予算から増加し、420 百万円（対前年度予算比
36 百万円増）を見込んでいます。「教育活動外支出」は借入
金利息の減少により30 百万円（対前年度予算比 12 百万円減）、

「教育活動外収支差額」は 390 百万円（対前年度予算比 48
百万円改善）を見込んでいます。

この結果、「経常収支差額」（教育活動収支と教育活動外収

支の合計）は 3,648 百万円（対前年度予算比 461 百万円改善）
となります。

特殊な要因によって一時的に発生する臨時的な活動の収支を
示す「特別収支」について、「特別収入」は施設設備補助金
の減少等により126 百万円（対前年度予算比 46 百万円減）、「特
別支出」は資産処分差額の増加により400 百万円（対前年度
予算比 196 百万円増）を見込むため、「特別収支差額」は△
274 百万円（対前年度予算比 242 百万円悪化）となります。

経常収支、特別収支を合計した「事業活動収入」は 43,012
百万円、「事業活動支出」は 40,538 百万円となり、これらの差
額である「基本金組入前当年度収支差額」は 2,474 百万円とな
ります。基本金組入額が 4,857 百万円であるため、「当年度収
支差額」は△ 2,383 百万円となります。　

この結果、前年度までの繰越収支差額が△ 10,387 百万円で
あったため、翌年度繰越収支差額は△ 12,770 百万円となります。

概括すると下表のとおりです。



06

KG Campus Record No.94 
2019年度事業計画と予算公表に際して

6   主な事業予算および建設計画、施設整備工事予算

■ 国際関連事業 210,600千円

2019 年度も、国際関連の事業は 2014 年度に文部科学省「スー
パーグローバル大学創成支援」に採択された構想「国際性豊か
な学術交流の母港『グローバル・アカデミック・ポート』の構築」（以
下、「グローバル・アカデミック・ポート事業」）に基づいて展開し
ていきます。
本事業は、海外大学や国際機関とのパートナーシップを軸とした
質の高い国際化を進めることで、世界から信頼される日本の“Top 
Global University”となることをめざしています。6 年目となる
2019 年度は、第 2フェーズ（2017 ～ 2019 年度）の最終年で、
2 回目の中間評価に向けて国際モビリティの拡充、特に「海外協
定大学への学生派遣日本一」に向けての取組をこれまで以上に
推し進めます。

①協定に基づく海外派遣学生数日本一に向けて（学生の海外
派遣）
2018 年度は約 1,850 人の学生を海外協定大学に派遣し、前年
度比約 280 人増、グローバル・アカデミック・ポート事業開始直前
の 2013 年度に比べると2 倍に拡大しました。プログラム面では、
従来から本学の強みであった国際教育・協力センター提供の全
学プログラムに加え、各学部・研究科等が提供する専門性の高
いプログラムが飛躍的に増えています。日本学生支援機構が発
表した最新のデータによると、本学はこの指標において全国 4 位
に位置しています。日本一への到達に向けて、2019 年度は質量
ともにより一層の充実・拡大をめざします。
②海外協定大学を中心とした受入留学生の拡大
2018 年度の受入留学生の数（通年）は前年度同様 1,200 人強

（2013 年度比約 300 人増）となっています。海外協定大学から
学生や研究者を迎えての“Summer School”も新設し、大学間
協定に基づいた受入がいっそう充実しました。2019 年度も同数
程度の留学生を受け入れるとともに、国際学生レジデンスに日本
人学生をレジデントアシスタント（RA）として配置するなど、留学
生と関学生が“融合”する機会を拡充し、キャンパスの内なる国
際化を進めます。
③国際機関等へのゲートウェイ創設
2019 年 3 月、大学院（修士レベル）「国連・外交コース」から
第１期生を輩出します。彼らは同コース所定課程（すべて英語
で授業）において 23 単位を修得し、国際機関でのインターンシッ
プ等を通じて国際機関職員等に求められる実践的能力を身に付

今年度に実施する主な事業、建設計画、施設整備工事の内容とその予算額は次のとおりです。

《 教育研究関連事業 》
けてきました。2019 年度からは、高大接続～学部教育～修士レ
ベルでの教育に加え、修了生に向けて長期的なキャリア形成をサ
ポートするステージに入ります。邦人国際機関職員の輩出という
国家的課題に寄与するため、一人ひとりを長期的に支援していき
ます。
④英語教育の充実
質の高い国際化の基盤として、英語教育を引き続き強化します。
2017 年度から強化している習熟度別教育のほか、留学に必要と
なる外部試験スコア対策のプログラム等も一層の充実をはかりま
す。

【関連する長期戦略テーマ】
　・国際化の推進
　・国連・国際機関との連携強化
　・学生生活支援の充実（寮）

■ 就職支援・キャリア　教育関連事業 155,734千円

関西学院大学では、学生が自分にふさわしい進路を見つけるた
めには、まず自身の人生観や職業観の確立が重要であると考え、
低学年次からキャリア教育を行っており、インターンシップの推進
等に力を入れています。
就職支援では、学生と一対一で行う「個人面談」を最も重視し
ながら、「筆記試験・適性検査対策」「面接トレーニング」など
も強化し、企業の採用活動に柔軟に対応しています。また、採
用情報を収集し、学生に正確に提供するため、2019 年度も積極
的に企業を訪問します。加えて、「業界研究セミナー」や「学内
企業説明会」等も引き続き開催し、企業・学生双方のニーズにタ
イムリーに対応するほか、保証人にとって重要な関心事である就
職状況を伝えるため、教育懇談会での個別相談や父母交流会
での講演会の実施、好評を得ている「進路データブック」の配
付等を継続します。
2018 年度からキャリアセンターへの年間約 17,000 件の多様な問
い合わせのうち、簡易なものを対象に“チャットボット”（人工知能
を活用した自動会話プログラム）の活用を開始しました。さらに精
度を高め、職員がより高次の問い合わせや学生相談に時間を割
けるようにすることで、利用者の満足度を高める取り組みを推進し
ます。
2019 年度は、学生が「自らが志す進路」として「起業」や

「企業に就職して新規事業に挑戦する」ことを選択する場合
に必要となる、基礎的な知識やスキルを身に付けるための実践
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的な起業家育成プログラム「Kwansei Gakuin STARTUP 
ACADEMY」を開講します。

【関連する長期戦略テーマ】
　・「質の高い就労」の実現

■ カリキュラム改革	 関連事業 11,880千円

本学では「学生の質の保証」を目標に掲げており、すべての学
生が卒業段階で学部の区別なく共通で身に付けておくべき知識・
能力・資質、「Kwanseiコンピテンシー」を定めています。今後、
それらを修得するための全学共通の枠組みを構築します。
2019 年度は、「AI 活用人材育成科目」を開講し、「文理を問
わず AI・データサイエンス関連の知識を持ち、それらを活用して
現実の諸問題を解決できる能力を有する人材」を育成する環境
を整えます。また、「学校（ホーム）を出て、実社会（アウェイ）
を経験する」ハンズオン・ラーニング（実践型学習）科目の開発
を継続することで、学生が企業や地域等との実践的な学びを通
じて、主体的な学習者へと成長できる機会を創出します。
【関連する長期戦略テーマ】
　・カリキュラムの基本構造の改革

■ 正課外教育の推進 137,693千円

新たな時代に求められている資質のうち、自律的に行動する力な
ど汎用的能力や態度・価値については、正課教育だけでなく、
正課以外の大学の多様な活動・環境（課外活動や社会体験、
寮生活、異文化交流など）によって涵養されることとなります。本
学では、こうした活動・環境を「正課外教育」として位置付け、
大学教育の全体像を正課教育と正課外教育の統合という新たな
枠組みで捉えています。
2019 年度は、正課外教育としての事業を推進し、学生の自主的
な活動を振興することを目的とした「スポーツ振興・統括課」を
新設します。また、従来の課外活動団体へのサポートに加え、
安全性の向上を目的とし、トレーニングセンターで従事するアスレ
チックトレーナーの充実を図ります。

【関連する長期戦略テーマ】
　・正課外教育の推進

■ 情報環境整備・運用	 及び情報教育関連経費 967,107千円

ICT や AIを最大限活用し、オンライン教育等により、学生の学
びをさらに効果的に成果へと結びつけるための環境を整備します。
また、教育の質保証を行うためのツールである「ポートフォリオ」
を活用することにより、学習記録や成果の可視化を行い、学生の

「振り返り」を促進します。
ネットワーク環境については、西宮上ケ原・神戸三田・西宮聖和・
大阪梅田・東京丸の内・宝塚・千里国際・千刈に新設の西宮
北口キャンパスを加え、教育研究・業務利用に耐えうる環境を構
築します。
セキュリティ強化としては、外部に公開するサーバを対象に脆弱
性の検査を実施するとともに、教職員対象に標的型メール訓練
や e-learningを行います。また、学生の BYOD（Bring Your 
Own Device）に対応したアンチウィルスソフトを提供します。

【関連する長期戦略テーマ】
　・ICT による教育・学習支援
　・革新的な情報環境の構築

■ 支給（給付制）奨学金関連経費 1,229,178千円
関西学院大学では、本学への進学を強く希望するものの、経済
的な理由により困難を抱えている受験生を支援する「ランバス支
給奨学金」（入学前予約型）をはじめ、学力、人物ともに優秀
で学資の援助を必要とする学生を支援する「就学奨励奨学金」、
学業成績優秀者の勉学支援を目的とした「産学合同育英奨学
金」、学業成績優秀な大学院生に支給する「ベーツ特別支給奨
学金」、文化、芸術、スポーツ、社会貢献活動等で活躍した学
生を称える「クレセント奨学金」や「同窓会奨学金」、家計状況
が急変した学生を支援する「後援会奨学金」等、多彩な支給（給
付制）奨学金を設け、学生の経済的支援にあたっています。
また、本学学生が各種留学プログラムへ積極的に参加できるよう
に設けている「交換留学奨学金」「中期留学奨学金」「ダブル
ディグリー留学奨学金」「短期留学奨学金」「井谷憲次奨学金」
等に加え、大学院副専攻「国連・外交コース」履修者を対象と
した「国連・外交インターンシップ奨学金」や、優秀な外国人留
学生を受け入れるために「外国人留学生奨学金」等も整え、経
済面でも国際交流を後押しします。
今後も引き続き、高等教育無償化等の国の政策動向を見据え、
制度設計をしていきます。

【関連する長期戦略テーマ】
　・学生生活支援の充実（奨学金）

■ 研究活性化事業 1,797,104千円

本学教員が先端的研究に取り組み、知の創造や社会貢献によっ
て、大学全体の研究力が高まるよう環境を整備します。その一
環として、「研究創発センター」を設置し、URA（University 
Research Administrator）を配置することで、研究に関する情
報収集、研究力分析、戦略検討・立案や産学連携及び補助
金申請の支援等を行います。また、研究活動情報発信システム



08

KG Campus Record No.94 
2019年度事業計画と予算公表に際して

を構築し、他研究機関等との共同研究の充実を促進します。企
業や公共機関等との受託・共同研究を積極的に実施することで、
その研究成果を社会に還元し、大学の社会貢献を果たします。

【関連する長期戦略テーマ】
　・個別研究の活性化
　・研究ブランドの確立

■ 図書関連費用 1,010,124千円

約 238 万刷の蔵書を擁する大学図書館をはじめ各学校の図書の
整備を進めます。教育研究、学習活動において必要とされる図書・
資料や電子情報の整備・充実を図り、教育・研究の発展に寄与
します。

■ 西宮北口キャンパス開設 189,801千円

阪急西宮北口駅直結の「阪急西宮ガーデンズ ゲート館」（7 階
～ 10 階）に、立地特性を活かした教育・研究活動の活性化と
情報発信機能の強化を目的として、西宮北口キャンパスを開設し
ます。同キャンパスには、2019 年 4 月に司法研究科が西宮上ケ
原キャンパスから移転するとともに、「公認心理師」養成に関わる
実践活動を目的とした文学部・文学研究科による「心理科学実
践センター」を開設します。また、学内外を問わず『関西学院の
学び』を体験する機会を提供し、関西学院への理解と愛着を深
めるとともに地域の発展に貢献することを目的とした「NISHIKITA 
CROSS」を設けます。「NISHIKITA CROSS」では、各種セ
ミナーを実施するほか、アフタースクール（放課後学習支援施設）
「関西学院 CRESCENT SCHOOL（クレセントスクール）」を開
設し、関西学院初等部の児童をはじめ、地域の小学生を対象に
英語や芸術、コンピュータープログラミングなど多彩な学びをサポー
トする予定です。

《 建設計画および施設整備工事 》

■ 西宮上ケ原キャンパス  整備工事 400,590千円

西宮上ケ原キャンパスの教育研究環境の機能性・利便性向上や
アメニティの向上を目的として、新棟建設や建物改修、経年劣化
した建物の建て替えなど、大規模なキャンパス整備工事を年次
計画で実施します。この計画には教育研究の様 な々機能を移転・
集約することによる、学生動線の改善や、混雑する正門付近の
安全対策を含みます。2019 年度は大学院 2 号館の改修工事な
どを行います。

■ ネットワークインフラ  整備工事 620,000千円

ネットワーク環境の維持と機能強化のため、2019 ～ 2021 年度の
3カ年でネットワークインフラの整備工事を計画しています。ネット
ワーク環境の安全性を高めるとともに、無線 LANを含むネットワー
ク機器及び回線の増強などにより通信量の増加に対応し、利便
性の向上を図ります。

■ AV設備更新工事及びI ICT環境整備 298,876千円

AV 設備更新工事を行います。大学では講義室に配備している
プロジェクターなどの AV 設備を順次更新しており、2019 年度

は西宮上ケ原キャンパス 32 教室、西宮聖和キャンパス 21 教室、
神戸三田キャンパス 7 教室の AV 設備を更新します。初等部で
はチャペルと各教室をつなぐ放送設備のデジタル化工事を行いま
す。
また、サーバや学生・生徒用 PC の更新などの ICT 環境を整備
します。大学では Learning Management System（学習支援
システム）サーバ及び東京丸の内キャンパスの学生用 PCを更
新します。中学部では図書館用タブレットPCを更新します。千
里国際中等部・高等部及び大阪インターナショナルスクールでは、
生徒１人１台のデバイスを用いた授業を実施するための整備を進
めます。

■ 教室改修工事 43,293千円

大学の講義室・演習室について、アクティブラーニングを推進す
るため、毎年 10 教室程度を対象に、授業内容に応じて柔軟に
レイアウト変更ができる教室に改修します。2019 年度は西宮上ケ
原キャンパス 8 教室、西宮聖和キャンパス 1 教室、神戸三田キャ
ンパス 1 教室をそれぞれ改修します。

■ グラウンド整備工事 372,923千円

西宮上ケ原キャンパス第 3フィールドの人工芝グラウンド（アメリカ
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ンフットボール場・硬式野球場）、第 1フィールドのテニスコート1
面及び初等部の人工芝グラウンドについて、人工芝の全面張替
工事を行います。また、第 2フィールドと第 4フィールドのテニスコー
トについて、コートの長寿命化を目的としたメンテナンス工事を行
います。

■ 体育館空調設備設置工事 48,617千円

近年は夏季の気温上昇が著しく、熱中症のリスクが高まっている
ことから、体育館で行う授業や課外活動などにおける熱中症のリ
スクを軽減するため、各体育館に空調設備を順次設置します。
2019 年は初等部体育館及び千里国際キャンパス体育館の空調
設備設置工事を進めます。

■ 貴重図書保管庫増設工事 60,000千円

大学図書館が収蔵する貴重図書の増加に伴い、保管スペース
が不足していることから、西宮上ケ原キャンパス大学図書館に貴
重図書保管庫を増設します。

■ 特別高圧受電設備更新工事 380,000千円

電力の安定供給を図るため、西宮上ケ原キャンパスの経年劣化
した特別高圧受電設備を更新します。

■ 大規模設備更新・改修工事 400,000千円

各建物に設置している熱源・空調設備、監視システムなどの大
規模設備が故障した場合、教育研究に与える支障は大きく、安
全性確保の観点からも問題があるため、計画的に更新・改修工

事を実施しています。2019 年度は神戸三田キャンパスⅣ号館の
空調更新工事（4 年計画の 2 年目）、法学部の熱源設備更新及
び中央監視制御の改修工事を行います。

■トイレ環境整備工事 210,000千円

年次計画で経年劣化したトイレの床・壁面の張替、照明更新、
荷物置き用面台新設などの美装及び設備充実を進めています。
2019 年度は西宮上ケ原キャンパスＦ号館、西宮聖和キャンパス 7
号館、神戸三田キャンパスⅡ号館のトイレを改修します。

■ 空調設備更新工事 118,296千円

年次計画で経年劣化したヒートポンプエアコンを更新し、省エネ化
を図っています。2019 年度は文学部、経済学部、商学部、メ
ディア研究棟、学生会館旧館の食堂及び神戸三田キャンパス第
一厚生棟の空調設備を更新します。

■ 電話設備更新工事 117,400千円

年次計画で各キャンパスの電話設備を順次更新し、電話設備
の経年劣化や組織改編などに伴う内線数の増加に対応します。
2019 年度は西宮上ケ原キャンパスの電話交換機を更新します。

■ 照明器具改修工事 100,000千円

年次計画で照明器具をLED 化し、廊下や階段などに人感セン
サーを設置することにより省エネ化を図っています。2019 年度は
西宮上ケ原キャンパス大学図書館の照明器具を改修します。
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  ■ 資金収支計算書と事業活動収支計算書

資金収支計算書1

【目的・特徴】
資金収支計算書の目的は、学校法人会計基準（以下「基準」

という）第 6 条で、①当該年度の諸活動に対応するすべての収
入・支出の内容を明らかにすること、②当該年度における支払資
金の収入・支出のてん末を明らかにすること、と明示されています。

お金の動きをすべて網羅した計算書であり、収入には学生生
徒等納付金収入、手数料収入、補助金収入等のほか、借入金
収入、前受金収入、貸付金回収収入等が含まれ、支出では人
件費支出、教育研究経費支出、管理経費支出、施設関係支出、
設備関係支出等のほか、借入金等返済支出、資産運用支出、
貸付金支払支出等が含まれます。資金の動きを伴わない収入（現
物寄付）や支出（減価償却費等）は含まれません。

このように、当該年度の諸活動にともなう資金の動きに対応して
計上するわけですが、同時に本計算書の作成目的でもある年度
末の支払資金の残高との整合性を確認するためには、固有の調
整が必要となります。これを「調整勘定」といい、本計算書の
特徴的な部分です。
【調整勘定】

「調整勘定」が必要となる背景は上述のとおりです。ここでは、
収入の部と支出の部について、例を挙げて説明します。
《資金収入調整勘定》
①期末未収入金

例）内定を受けた補助金が当該年度中に収納されない場合、
当該年度の補助金収入として計上しますが、実際には収
納しないため、当該年度の資金収入から減額して調整し
ます。

②前期末前受金
例）前年度に収納していた新入生の授業料等は、当該年度

の諸活動に充当すべき収入であるため、当該年度の学
生生徒等納付金収入として計上しますが、実際は前年度
に収納しているため当該年度の資金収入から減額して調
整します。

《資金支出調整勘定》
①期末未払金

例）当該年度の費用として請求を受ける光熱水費の支払が次
年度になる場合、当該年度の光熱水費として計上します
が、実際の支払は発生しないため、当該年度の資金支
出から減額して調整します。

②前期末前払金
例）留学費のように当該年度の留学に係る費用を前年度にす

でに前払金として支払っている場合、当該年度の留学費
として計上しますが、実際は前年度に支払済みのため当
該年度の資金支出から減額して調整します。
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事業活動収支計算書2

【目的・特徴】
事業活動収支計算書の目的は、「基準」第 15 条で、当該会

計年度の①教育活動、②教育活動以外の経常的な活動、③①
と②以外の臨時的な活動、これら3 つの活動に対応する事業活
動収入および事業活動支出の内容を明らかにするとともに、基本
金に組み入れる額を控除した全ての事業活動収入と事業活動支
出の均衡の状態を明らかにすること、と明示されています。この
計算書は経営状況を示すものであり、その目的は企業の損益計
算書のように利潤の多寡を測定することにあるのではなく、永続的
な運営が要請されている学校法人において事業活動収支の均衡
状態を明らかにすることにあります。

事業活動収支計算の方法は「基準」第 16 条に示されていま
すが、簡単に説明します。

事業活動収入は、学校法人の負債とならない収入、いわゆる
「自己資金」となる収入を計算します。つまり、純資産の増加す
る取引であり、寄付金には現物寄付を含み、資金収支計算にあっ
たような借入金や預り金等の負債による収入の増加は計上しませ
ん。

事業活動支出は、当該会計年度に消費する資産の取得価額
と用役の対価に基づいて、つまり、経済価値の費消あるいは純
資産の減少となる支出を計算します。資金収支計算の借入金返

済支出や預り金支払支出等の負債の減少や、施設関係支出や
設備関係支出等の資産の増加は、事業活動支出には該当しま
せん。施設関係支出や設備関係支出の対象となった建物や備
品等の固定資産は、当年度ですべての価値が消費されるわけで
はなく、教育・研究等に長期にわたり使用されるので、減価償却
計算を行ない消費されたとみなされた分のみ事業活動支出としま
す。また、人件費についても資金収支計算での当該年度の退職
者に支払う退職金支出ではなく、退職金支払のために積み立て
られる退職給与引当金繰入額を計上します。

【基本金組み入れ】
このように、事業活動収入の中から施設や設備に支出されたも

のは、経費として支出項目にはあげられませんが、「基準」では、
施設や設備等の購入に充てられた額を、第 1 号基本金として組
み入れなければならないと定めています。その他の基本金（他に
2 ～ 4 号基本金があります）を含めて、基本金組入前の当年度
収支差額から基本金組入額を控除し、当年度収支差額が計算
されることによって、学校法人の経営の状況（収支の均衡状況）
を示すこととなります。

これらのことを図示すると以下のようになります。

教育活動収支差額（a） 教育活動収入 教育活動支出

第1号基本金組入額

＜第１号基本金組入額 算出要領＞

＜事業活動収支計算書の構造＞

 ＝ ＋ 施設関係支出・設備関係支出

 － 施設・設備の借入金調達分および未払金分

 － 建替、買替により除却する施設・設備の基本金既組入額

 ＋ 過年度の施設・設備の借入金返済分および未払金支払分

＝ ー

教育活動外収支差額（b） 教育活動外収入 教育活動外支出＝ ー

特別収支差額（c） 特 別 収 入 特 別 支 出＝ ー

基本金組入前収支差額（A） （a）＋（b）＋（c）＝

当年度収支差額 基本金組入前収支差額（A） 基本金組入額＝ ー

＜この収支の状況を示すことが事業活動収支計算書の目的＞
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KG Campus Record No.94 
2019年度事業計画と予算公表に際して

資金収支予算書
2019年4月1日から2020年3月31日まで

（単位：千円）

　収入の部
科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増・減（△）

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入 　３４，２５１，６２６ 　３３，４８８，６０２ 　７６３，０２４
	 授業料収入 　２５，３２７，５７０ 　２４，６３１，１８５ 　６９６，３８５
	 入学金収入 　１，７８５，８５０ 　１，８１４，７４５ △  ２８，８９５
	 研究資料費収入 　１７，７８５ 　３０，３７３ △  １２，５８８
	 実験実習費収入 　５０４，７３８ 　４８６，３０６ 　１８，４３２
	 教育充実費収入 　６，５８１，９５６ 　６，４８３，２９４ 　９８，６６２
	 冷暖房費収入 　２０，１４６ 　２８，９５８ △  ８，８１２
	 特別講座費収入 　１３，５８１ 　１３，７４１ △  １６０
手 数 料 収 入 　１，４３３，４１７ 　１，５４４，６４３ △  １１１，２２６
	 入学検定料収入 　１，４０８，９５７ 　１，５２０，９３７ △  １１１，９８０
	 試験審査料収入 　１，６２０ 　１，８６０ △  ２４０
	 証明手数料収入 　１３，２５０ 　１３，３５０ △  １００
	 大学入試センター試験実施手数料収入 　９，５９０ 　８，４９６ 　１，０９４
寄 付 金 収 入 　３９６，３００ 　３２８，３５０ 　６７，９５０
	 特別寄付金収入 　３９６，３００ 　３２８，３５０ 　６７，９５０
補 助 金 収 入 　４，０９３，８３９ 　４，００６，４８９ 　８７，３５０
	 国庫補助金収入 　３，２３５，５４５ 　３，１７７，３５３ 　５８，１９２
	 学術研究振興資金収入 　６，０００ 　６，０００ 　０
	 地方公共団体補助金収入 　８５２，２９４ 　８２３，１３６ 　２９，１５８
資 産 売 却 収 入 　８００，０００ 　５００，０００ 　３００，０００
	 有価証券売却収入 　８００，０００ 　５００，０００ 　３００，０００
付 随 事 業・収 益 事 業 収 入 　１，４２６，２４１ 　９２４，４１２ 　５０１，８２９
	 補助活動収入 　４１３，２４１ 　４５１，６４３ △  ３８，４０２
	 附属事業収入 　２，６２０ 　３，１９０ △  ５７０
	 受託事業収入 　８０３，２１０ 　４５５，０７７ 　３４８，１３３
	 民間財団からの助成事業収入 　２８，９００ － 　２８，９００
	 免許状更新講習料収入 　４，０５０ 　４，０５０ 　０
	 その他の事業収入 　１７４，２２０ 　１０，４５２ 　１６３，７６８
受 取 利 息・配 当 金 収 入 　４１９，９４６ 　３８４，３２４ 　３５，６２２
	 第３号基本金引当特定資産運用収入 　６８，２７５ 　６２，１２３ 　６，１５２
	 蔵書購入資金引当特定資産運用収入 　６，１６４ 　６，８７３ △  ７０９
	 退職給与引当金引当特定資産運用収入 　４８，２８３ 　４７，２７９ 　１，００４
	 関西学院大学教育・研究活性化 
	 資金引当特定資産運用収入 　１３，２１２ 　１３，２０６ 　６

	 減価償却引当特定資産運用収入 　１０７，４２９ 　７８，３６４ 　２９，０６５
	 その他の受取利息・配当金収入 　１７６，５８３ 　１７６，４７９ 　１０４
雑 収 入 　８７４，４９２ 　１，０１９，２４１ △  １４４，７４９
	 施設設備利用料収入 　１３３，７２５ 　１３７，５２５ △  ３，８００
	 退職金財団交付金収入 　５６９，８１４ 　６６５，６０２ △  ９５，７８８
	 雑収入 　１７０，９５３ 　２１６，１１４ △  ４５，１６１
借 入 金 等 収 入 － － －
	 長期借入金収入 － － －
前 受 金 収 入 　５，５０５，７００ 　５，４９２，９３４ 　１２，７６６
	 授業料前受金収入 　２，９４０，０３２ 　２，８９５，７１０ 　４４，３２２
	 入学金前受金収入 　１，７４７，６５０ 　１，７８５，５６０ △  ３７，９１０
	 研究資料費前受金収入 　３００ 　３，９３２ △  ３，６３２
	 実験実習費前受金収入 　５７，３４９ 　５９，２９４ △  １，９４５
	 教育充実費前受金収入 　７２２，３６５ 　７１０，６６１ １１，７０４
	 冷暖房費前受金収入 － 　２，９００ △  ２，９００
	 その他の前受金収入 　３８，００４ 　３４，８７７ ３，１２７
その 他 の 収 入 　１，１９７，４２４ 　１，２３２，３６３ △  ３４，９３９
	 第３号基本金引当特定資産取崩収入 　５６，８５６ 　３７，４７５ 　１９，３８１
	 退職給与引当金引当特定資産取崩収入 － － －
	 前期末未収入金収入 　７９５，６０９ 　８１９，９２６ △  ２４，３１７
	 貸付金回収収入 　２０８，１０５ 　２１５，１７５ △  ７，０７０
	 仮払金回収収入 － 　４，３８９ △  ４，３８９
	 貸与奨学金回収収入 　１３６，８５４ 　１５５，３９８ △  １８，５４４
資 金 収 入 調 整 勘 定 △  ６，２９２，０９２ △  ６，３４２，５５０ 　５０，４５８
	 期末未収入金 △  ６９７，５９４ △  ８４３，６４２ 　１４６，０４８
	 前期末前受金 △  ５，５９４，４９８ △  ５，４９８，９０８ △  ９５，５９０
前 年 度 繰 越 支 払 資 金 　２１，８８６，７７１ 　２０，４７９，２９７ 　１，４０７，４７４

収 入 の 部 　 合 計 　６５，９９３，６６４ 　６３，０５８，１０５ 　２，９３５，５５９

（第１表）
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（単位：千円）

　支出の部
科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増・減（△）

人 件 費 支 出 　２２，４４１，８４４ 　２２，４１４，６２１ 　２７，２２３
	 教員人件費支出 　１５，０４４，２４２ 　１４，９１９，９４９ 　１２４，２９３
	 職員人件費支出 　６，４４４，９２８ 　６，２９４，９６７ 　１４９，９６１
	 役員報酬支出 　４５，７００ 　４１，３００ 　４，４００
	 年金支出 　５２，１１５ 　５４，９７０ △   ２，８５５
	 退職金支出 　８５４，８５９ 　１，１０３，４３５ △   ２４８，５７６
教 育 研 究 経 費 支 出 　１２，０１１，０３８ 　１１，４０１，７２３ 　６０９，３１５
	 消耗品費支出 　７４４，２０７ 　９４１，３１６ △   １９７，１０９
	 光熱水費支出 　７７６，５３４ 　７７２，１２５ 　４，４０９
	 旅費交通費支出 　４２０，７６５ 　４２８，４０７ △   ７，６４２
	 奨学費支出 　１，２２９，１７８ 　１，１８３，００１ 　４６，１７７
	 福利費支出 　１，２８３ 　２，３１３ △   １，０３０
	 通信運搬費支出 　１７９，２４０ 　１９７，４４０ △   １８，２００
	 印刷製本費支出 　２８６，６５１ 　２８６，７１３ △   ６２
	 修繕費支出 　１，１１１，２８１ 　１，０４１，３４４ 　６９，９３７
	 保険料支出 　９２，８２２ 　９２，４３０ 　３９２
	 賃借料支出 　５１６，９５８ 　４６６，８３５ 　５０，１２３
	 公租公課支出 　１０５，８６９ 　５７，７００ 　４８，１６９
	 諸会費支出 　４２，２２４ 　４２，４０１ △   １７７
	 会議会合費支出 　６１，６９０ 　６３，２７５ △   １，５８５
	 支払手数料支出 　１，５８４，５５２ 　１，５７５，１７１ 　９，３８１
	 業務委託費支出 　３，０６９，８５８ 　２，８３７，２６３ 　２３２，５９５
	 広告費支出 　５８，５１９ 　８４，９３８ △   ２６，４１９
	 学生活動補助費支出 　４３３，６４５ 　４０７，８２２ 　２５，８２３
	 研究費支出 　１，２８４，０７９ 　８９６，００２ 　３８８，０７７
	 部長室費支出 　１１，６４３ 　１８，４３７ △   ６，７９４
	 雑費支出 　４０ 　６，７９０ △   ６，７５０
管 理 経 費 支 出 　９７４，２２３ 　９２９，９６２ 　４４，２６１
	 消耗品費支出 　３８，７８６ 　３６，１６３ 　２，６２３
	 光熱水費支出 　１４，５３４ 　１３，９２８ 　６０６
	 旅費交通費支出 　４６，５４４ 　４８，８３９ △   ２，２９５
	 福利費支出 　２９，８８３ 　２１，２３６ 　８，６４７
	 通信運搬費支出 　４８，７１６ 　４８，６２６ 　９０
	 印刷製本費支出 　１０３，４２７ 　１０６，９００ △   ３，４７３
	 修繕費支出 　５１，２０８ 　４９，４４５ 　１，７６３
	 保険料支出 　１２，３１２ 　１３，０３１ △   ７１９
	 賃借料支出 　５６，０５５ 　５７，９８４ △   １，９２９
	 公租公課支出 　１８，４７５ 　１２，８６４ 　５，６１１
	 諸会費支出 　３，５６６ 　３，６７６ △   １１０
	 会議会合費支出 　１０，９４８ 　１０，５２１ 　４２７
	 支払手数料支出 　１０５，７４１ 　１３２，４１４ △   ２６，６７３
	 業務委託費支出 　２３５，４８０ 　１８４，８６１ 　５０，６１９
	 広告費支出 　１４５，７９０ 　１３６，７８９ 　９，００１
	 学生活動補助費支出 　８２０ 　７５０ 　７０
	 研修費支出 　４１，４８０ 　４１，８６８ △   ３８８
	 部長室費支出 　３，８５８ 　４，０６７ △   ２０９
	 雑費支出 　６，６００ 　６，０００ 　６００
借 入 金 等 利 息 支 出 　３０，１０９ 　４２，１８４ △   １２，０７５
	 借入金利息支出 　３０，１０９ 　４２，１８４ △   １２，０７５
借 入 金 等 返 済 支 出 　１，３０１，２００ 　１，４８４，５３０ △   １８３，３３０
	 借入金返済支出 　１，３０１，２００ 　１，４８４，５３０ △   １８３，３３０
施 設 関 係 支 出 　２，４８０，８０５ 　１，８２２，５４９ 　６５８，２５６
	 土地支出 － － －
	 建物支出 　２，０３３，８４２ 　１，５９０，７３９ 　４４３，１０３
	 構築物支出 　４０９，３７３ 　２３１，８１０ 　１７７，５６３
	 建設仮勘定支出 　３７，５９０ － 　３７，５９０
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　支出の部
科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増・減（△）

設 備 関 係 支 出 　１，９３７，６０５ 　２，２７２，０５４ △   ３３４，４４９
	 教育研究用機器備品支出 　１，２６０，３９１ 　１，６１９，１１９ △   ３５８，７２８
	 管理用機器備品支出 　８，１７９ 　６，０８１ 　２，０９８
	 図書支出 　６６９，０３５ 　６４６，８５４ 　２２，１８１
資 産 運 用 支 出 　４，９９０，９７７ 　３，６２０，１７１ 　１，３７０，８０６
	 有価証券購入支出 　２，３００，０００ 　１，０００，０００ 　１，３００，０００
	 出資金支出 　２４３ 　２４４ △   １
	 第２号基本金引当特定資産繰入支出 　１，５０５，８６０ 　１，５０６，８７３ △   １，０１３
	 第３号基本金引当特定資産繰入支出 － － －
	 退職金給与引当金引当特定資産繰入支出 　１８４，８７４ 　１３，０５４ 　１７１，８２０
	 減価償却引当特定資産繰入支出 　１，０００，０００ 　１，１００，０００ △  １００，０００
その 他 の 支 出 　３，０６４，１９４ 　３，１０９，４３８ △  ４５，２４４
	 貸付金支払支出 　１３６，０００ 　１２６，０００ 　１０，０００
	 貸与奨学金支出 　２２１，７２３ 　２１９，２７９ 　２，４４４
	 敷金支払支出 　１，６４２ 　１１９，３２７ △  １１７，６８５
	 前期末未払金支払支出 　２，４０２，６１３ 　２，３６２，８９１ 　３９，７２２
	 前払金支払支出 　３０２，２１６ 　２８１，９４１ 　２０，２７５

〔 予 備 費 〕 　９００，０００ 　７００，０００ 　２００，０００
資 金 支 出 調 整 勘 定 △  ２，５６５，００３ △  ２，３８０，３６３ △  １８４，６４０
	 期末未払金 △  ２，２７２，４９３ △  ２，０８０，５００ △  １９１，９９３
	 前期末前払金 △  ２９２，５１０ △  ２９９，８６３ 　７，３５３
翌 年 度 繰 越 支 払 資 金 　１８，４２６，６７２ 　１７，６４１，２３６ 　７８５，４３６

支 出 の 部 　 合 計 　６５，９９３，６６４ 　６３，０５８，１０５ 　２，９３５，５５９
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教
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動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増・減（△）
学生生徒等納付金 　３４，２５１，６２６ 　３３，４８８，６０２ 　７６３，０２４
	 授業料 　２５，３２７，５７０ 　２４，６３１，１８５ 　６９６，３８５
	 入学金 　１，７８５，８５０ 　１，８１４，７４５ △   ２８，８９５
	 研究資料費 　１７，７８５ 　３０，３７３ △  １２，５８８
	 実験実習費 　５０４，７３８ 　４８６，３０６ 　１８，４３２
	 教育充実費 　６，５８１，９５６ 　６，４８３，２９４ 　９８，６６２
	 冷暖房費 　２０，１４６ 　２８，９５８ △  ８，８１２
	 特別講座費 　１３，５８１ 　１３，７４１ △   １６０
手数料 　１，４３３，４１７ 　１，５４４，６４３ △   １１１，２２６
	 入学検定料 　１，４０８，９５７ 　１，５２０，９３７ △   １１１，９８０
	 試験審査料 　１，６２０ 　１，８６０ △   ２４０
	 証明手数料 　１３，２５０ 　１３，３５０ △   １００
	 大学入試センター試験実施手数料 　９，５９０ 　８，４９６ 　１，０９４
寄付金 　３９６，３００ 　３２８，３５０ 　６７，９５０
	 特別寄付金 　３９６，３００ 　３２８，３５０ 　６７，９５０
経常費等補助金 　４，０８３，６６５ 　３，９５３，６３６ 　１３０，０２９
	 国庫補助金 　３，２２５，３７１ 　３，１２４，５００ 　１００，８７１
	 学術研究振興資金 　６，０００ 　６，０００ 　０
	 地方公共団体補助金 　８５２，２９４ 　８２３，１３６ 　２９，１５８
付随事業収入 　１，４２６，２４１ 　９２４，４１２ 　５０１，８２９
	 補助活動収入 　４１３，２４１ 　４５１，６４３ △  ３８，４０２
	 附属事業収入 　２，６２０ 　３，１９０ △   ５７０
	 受託事業収入 　８０３，２１０ 　４５５，０７７ 　３４８，１３３
	 民間財団からの助成事業収入 　２８，９００ － 　２８，９００
	 免許状更新講習料収入 　４，０５０ 　４，０５０ 　０
	 その他の事業収入 　１７４，２２０ 　１０，４５２ 　１６３，７６８
雑収入 　８７４，４９２ 　１，０１９，２４１ △   １４４，７４９
	 施設設備利用料 　１３３，７２５ 　１３７，５２５ △   ３，８００
	 退職金財団交付金 　５６９，８１４ 　６６５，６０２ △   ９５，７８８
	 雑収入 　１７０，９５３ 　２１６，１１４ △   ４５，１６１
教育活動収入計 　４２，４６５，７４１ 　４１，２５８，８８４ 　１，２０６，８５７

事
業
活
動
支
出
の
部

科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増・減（△）
人件費 　２２，６２６，７１８ 　２２，４２７，６７７ 　１９９，０４１
	 教員人件費 　１５，０４４，２４２ 　１４，９１９，９４９ 　１２４，２９３
	 職員人件費 　６，４４４，９２８ 　６，２９４，９６７ 　１４９，９６１
	 役員報酬 　４５，７００ 　４１，３００ 　４，４００
	 年金 　５２，１１５ 　５４，９７０ △   ２，８５５
	 退職金 　１３９，８３６ 　１５０，８０９ △   １０，９７３
	 退職給与引当金繰入額 　８９９，８９７ 　９６５，６８２ △   ６５，７８５
教育研究経費 　１５，４７２，８８８ 　１４，９２７，１８５ 　５４５，７０３
	 消耗品費 　７４４，２０７ 　９４１，３１６ △   １９７，１０９
	 光熱水費 　７７６，５３４ 　７７２，１２５ 　４，４０９
	 旅費交通費 　４２０，７６５ 　４２８，４０７ △   ７，６４２
	 奨学費 　１，２２９，１７８ 　１，１８３，００１ 　４６，１７７
	 福利費 　１，２８３ 　２，３１３ △   １，０３０
	 通信運搬費 　１７９，２４０ 　１９７，４４０ △   １８，２００
	 印刷製本費 　２８６，６５１ 　２８６，７１３ △   ６２
	 修繕費 　１，１１１，２８１ 　１，０４１，３４４ 　６９，９３７
	 保険料 　９２，８２２ 　９２，４３０ 　３９２
	 賃借料 　５１６，９５８ 　４６６，８３５ 　５０，１２３
	 公租公課 　１０５，８６９ 　５７，７００ 　４８，１６９
	 諸会費 　４２，２２４ 　４２，４０１ △   １７７
	 会議会合費 　６１，６９０ 　６３，２７５ △   １，５８５
	 支払手数料 　１，５８４，５５２ 　１，５７５，１７１ 　９，３８１
	 業務委託費 　３，０６９，８５８ 　２，８３７，２６３ 　２３２，５９５
	 広告費 　５８，５１９ 　８４，９３８ △   ２６，４１９
	 学生活動補助費 　４３３，６４５ 　４０７，８２２ 　２５，８２３
	 研究費 　１，２８４，０７９ 　８９６，００２ 　３８８，０７７
	 部長室費 　１１，６４３ 　１８，４３７ △   ６，７９４
	 雑費 　４０ 　６，７９０ △   ６，７５０
	 減価償却費 　３，４６１，８５０ 　３，５２５，４６２ △   ６３，６１２
管理経費 　１，０８１，１４４ 　１，０２７，５１７ 　５３，６２７
	 消耗品費 　３８，７８６ 　３６，１６３ 　２，６２３
	 光熱水費 　１４，５３４ 　１３，９２８ 　６０６

事業活動収支予算書
2019年4月1日から2020年3月31日まで

（第２表）

（単位：千円）
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教
育
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支

事
業
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動
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科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増・減（△）
	 旅費交通費 　４６，５４４ 　４８，８３９ △   ２，２９５
	 福利費 　２９，８８３ 　２１，２３６ 　８，６４７
	 通信運搬費 　４８，７１６ 　４８，６２６ 　９０
	 印刷製本費 　１０３，４２７ 　１０６，９００ △   ３，４７３
	 修繕費 　５１，２０８ 　４９，４４５ 　１，７６３
	 保険料 　１２，３１２ 　１３，０３１ △   ７１９
	 賃借料 　５６，０５５ 　５７，９８４ △   １，９２９
	 公租公課 　１８，４７５ 　１２，８６４ 　５，６１１
	 諸会費 　３，５６６ 　３，６７６ △   １１０
	 会議会合費 　１０，９４８ 　１０，５２１ 　４２７
	 支払手数料 　１０５，７４１ 　１３２，４１４ △   ２６，６７３
	 業務委託費 　２３５，４８０ 　１８４，８６１ 　５０，６１９
	 広告費 　１４５，７９０ 　１３６，７８９ 　９，００１
	 学生活動補助費 　８２０ 　７５０ 　７０
	 研修費 　４１，４８０ 　４１，８６８ △   ３８８
	 部長室費 　３，８５８ 　４，０６７ △   ２０９
	 雑費 　６，６００ 　６，０００ 　６００
	 減価償却費 　１０６，９２１ 　９７，５５５ 　９，３６６
徴収不能額等 　２６，９７３ 　３２，０９４ △   ５，１２１
	 徴収不能引当金繰入額	 　２６，９７３ 　３２，０９４ △   ５，１２１
教育活動支出計		  　３９，２０７，７２３ 　３８，４１４，４７３ 　７９３，２５０
教育活動収支差額		  　３，２５８，０１８ 　２，８４４，４１１ 　４１３，６０７

教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増・減（△）
受取利息・配当金	 　４１９，９４６ 　３８４，３２４ 　３５，６２２
	 第３号基本金引当特定資産運用収入 　６８，２７５ 　６２，１２３ 　６，１５２
	 蔵書購入資金引当特定資産運用収入 　６，１６４ 　６，８７３ △   ７０９
	 退職給与引当金引当特定資産運用収入 　４８，２８３ 　４７，２７９ 　１，００４
	 関西学院大学教育・研究活性化 
	 資金引当特定資産運用収入 　１３，２１２ 　１３，２０６ 　６

	 減価償却引当特定資産運用収入 　１０７，４２９ 　７８，３６４ 　２９，０６５
	 その他の受取利息・配当金 　１７６，５８３ 　１７６，４７９ 　１０４
教育活動外収入計		  　４１９，９４６ 　３８４，３２４ 　３５，６２２

事
業
活
動

支
出
の
部

科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増・減（△）
借入金等利息	 　３０，１０９ 　４２，１８４ △   １２，０７５
	 借入金利息	 　３０，１０９ 　４２，１８４ △   １２，０７５
教育活動外支出計 　３０，１０９ 　４２，１８４ △   １２，０７５
教育活動外収支差額 　３８９，８３７ 　３４２，１４０ 　４７，６９７
経常収支差額 　３，６４７，８５５ 　３，１８６，５５１ 　４６１，３０４

特
別
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増・減（△）
資産売却差額	 　６５１ － 　６５１
	 有価証券売却差額 　６５１ － 　６５１
その他の特別収入	 　１２５，１７４ 　１７１，８５３ △   ４６，６７９
	 施設設備寄付金 － － －
	 現物寄付 　１１５，０００ 　１１９，０００ △   ４，０００
	 施設設備補助金 　１０，１７４ 　５２，８５３ △   ４２，６７９
特別収入計		  　１２５，８２５ 　１７１，８５３ △   ４６，０２８

事
業
活
動

支
出
の
部

科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増・減（△）
資産処分差額	 　４００，１７９ 　２０３，７４６ 　１９６，４３３
	 固定資産処分差額	 　４００，１７９ 　２０３，７４６ 　１９６，４３３
特別支出計 　４００，１７９ 　２０３，７４６ 　１９６，４３３
特別収支差額  △ ２７４，３５４  △ ３１，８９３ △   ２４２，４６１

〔予備費〕 　９００，０００ 　７００，０００ 　２００，０００
基本金組入前当年度収支差額 　２，４７３，５０１ 　２，４５４，６５８ 　１８，８４３
基本金組入額合計 △   ４，８５６，９３９ △   ５，８３９，６６５ 　９８２，７２６
当年度収支差額 △   ２，３８３，４３８ △   ３，３８５，００７ 　１，００１，５６９
前年度繰越収支差額 △  １０，３８６，６４５ △   ９，５５７，１７０ △   ８２９，４７５
翌年度繰越収支差額 △  １２，７７０，０８３ △  １２，９４２，１７７ 　１７２，０９４

（参考）
事業活動収入計 　４３，０１１，５１２ 　４１，８１５，０６１ 　１，１９６，４５１
事業活動支出計 　４０，５３８，０１１ 　３９，３６０，４０３ 　１，１７７，６０８

（単位：千円）




